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本研究では高齢化地区における居住意思決定メカニズムの解明を目的とする．まず，居住意思決定の一

般的構造について検討を行った．その結果，心的要因，物理的要因，社会的要因の3つから満足度が構成

されることが示唆された．次に，宮城県内の高齢化地区を対象に、居住意思決定構造について地区間の差

を考慮した比較分析を行った．その結果，都市郊外地区と中山間地区では，居住意思決定構造が異なるこ

とが示唆された．都市郊外では、居住意思決定が居住満足度と文化的規範からなる一方で，中山間では，

地域愛着のみから成っていた．このことから，高齢化地区における居住意思決定は，居住満足度に加えて

文化的規範にも基づくこと可能性が考えられる．また，満足度が不十分な場合，地域への愛着感に基づい

て居住意思決定を行う可能性も示唆された． 
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1. はじめに 

 

少子高齢化に伴い，都市内外では居住機能が衰退

しつつある潜在的限界地区が増えている．それらの

地区では，生活関連施設が不十分のため，居住者は

日常生活にも支障を感じている．今後，税収減によ

るサービス水準の低下が懸念される中，いかに効率

的に住民の生活の質を維持するかが課題となる． 

その対応策として，住民の転居行動に伴う居住地

誘導策が実施される．具体的には，生活拠点から遠

く離れた縁辺部住民を拠点地区への誘導的移転を図

っている．しかし，施策の実施は住民が転居意向あ

りを示すことを前提とする．潜在的限界地区では定

住傾向が強いと報告されたため，施策の推進が困難

と考えられる 1)．実際に，誘導策が機能した事例が

少ないことも指摘される 2)．そこで，施策立案に先

立って，住民の定住傾向を説明できる居住意思決定

構造について解明することが重要となる． 

近年，同じ過疎・高齢地区の維持策の検討を背景

に，住民の居住意向やその理由について把握する研

究が多くみられるようになってきた．有川らは中山

間地区では，中心部では生活利便性を，縁辺部では

地域への愛着を定住理由と視される相違を明らかと

なった 3)．森田らは限界自治体の居住意向は「生活

の質」を介して説明できると措定し，高齢自治体―

群馬県の南牧村を事例に検証を行った．その結果，

生活の質として「利便性」，「安全性」，「コミュ

ニティ」，「居住環境」及び「水緑環境」を抽出し

た上で，実際の居住意向に最も及ぼす要因は利便性

であることを示した 1)．同じ調査データを用いた塚

田らは，記述欄の自由回答を活用し，限界自治体と

いうものの，「水緑環境」，「コミュニテイ」，

「居住環境」などポジティブなイメージを持つ居住

の質があることを示した 4)．丸谷らは，郊外都市に

おける高齢層を対象に，居住満足度の構成要素と居

住意向との関係を把握しながら，「愛着」が定住意

向に最も寄与することが示された 5)． 

これらの研究は，一定上，潜在的限界地区におけ

る生活・地域環境を用いて，居住意向に影響を及ぼ

す要因を把握できた．ただし，居住意思決定につい

て理論的な検討が行われた研究が少ない．結果とし

て生活の質や居住満足度等それぞれ説明力のみを把

握できたが，居住意思決定メカニズムがまだ把握で

きていない．地区間の相違を配慮しながら，知見の

汎用性を高めようとする研究がさらに少ない．また，

潜在的限界地区は，人口減が進み，規模が小さいも

のも多い 6)．個々人の居住行動が集落存続を左右す

ると言える．政策立案の観点においても，居住主体

の意思決定の面まで掘り下げた研究が求められる．

その際に，地区特性を考慮した検討も念頭に置く必

要があると考えられる．そこで，本研究では，潜在

的限界集落の高齢化率が高い特性を踏まえて，高齢

化地区として再定義し，そこでの居住意思決定メカ

ニズムの解明を目指す．具体的な目的は以下の 2 点

で示す． 

⚫ 既存理論を踏まえて居住意思決定の一般的構造

について検討を行う． 

⚫ 地区特性による相違を考慮する上で，高齢化地

区における居住意思決定構造を明らかにする． 
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2. 理論的フレーム 
 

(1) 居住意思決定とは 

居住に関する意思決定の代表的理論として，

Speare の居住満足論と Wolpert の地域効用論が挙げ

られる 7) 8)．これらの理論ともに，居住意思決定が 2

段階に分けられると論じた．まず，居住主体が現住

居に対する水準の評価段階で第１段階を経過する．

もし移転意欲を生起すれば，居住地選択という第２

段階に入る．ただし，評価基準として使う概念につ

いて論説ごとに異なっている．  

Speare は，居住満足度という重要な介在変数を提

唱した 7)．Speare によると，個人属性及び住環境が

居住意思決定（Consider Moving）との間に，居住満

足度によって結ばれる．一定水準な満足度を満たせ

ば，居住主体が継続的な定住意欲が得られる．それ

に対して，不満足度が閾値を上回ると，居住者が転

居によるコストとベネフィットの計算段階に入り，

現住居を含めて高いベネフィットが得られるように

居住地選択を行う 7)．その一方，Wolpert は，期待効

用という概念を用いて人口移動を説明しようとして

いる 8)．この理論を踏まえた代表的な研究として，

青山ら 9)，片田ら 10)が挙げられる．彼らが従業地，

個人属性や，地価，所得などの経済的・社会的指標

を構成としたモデル構築を中心に転居行動を踏まえ

た検証を行った．ただし，これらの研究では，地域

効用に対して直接に測定が行われず，転居行動で間

接的に表すことが多い．そのため，行動の変化が生

じていない居住継続行動への説明力が乏しい． 

このため，本研究では，高齢化地区における定住

傾向が強いことを考慮し，転居がなしで，満足度と

いう評価概念をと通じて居住継続意向を説明できる

Speareの居住満足論を採用した．その居住意思決定

モデル図は図-1 を示す 9)．居住意思決定について，

本来現住地を含めた居住地から住居を選択する行動

と定義できる．本稿では，居住意思決定過程におけ

る第１段階に着目するため，意思決定の対象範囲を

さらに絞り，「居住継続」及び「転居」の二択から

なる構造の解明にのみ焦点を当てる． 

 

(2) 居住意思決定要因の分類 

居住意思決定要因とは，居住意思決定に影響を及

ぼす要因のことを指す．その影響の有無と強弱は，

居住意思決定段階により異なるように見える．例え

ば，人口移動の規定因には所得差，就業機会，人的

資本等が挙げられるが 11)，これらは，住民の転居意

欲が生起してからこそ，効果が現れるように考えら

れる．しかし，本研究の着目点は，住民が「なぜ転

居意向が発生する否かか」に置かれたため，所得差，

就業機会のような，現住居以外の居住地選択行動を

説明する要因について検討しないこととした． 

従来研究では，住民は薄い合理性 12)に基づいて居

住意思決定を行うとされてきた．すなわち，住民は，

生活環境に対する主観的評価に基づいて住居を決定

する．ところで，現実を見るところ，ほとんどの人 

 
 

図-1 居住意思決定の第１段階の構造図 

（Speare，1974より） 
 
 

々は，選択に対する評価をメタ認知とされる価値観

と整合し 13)，広い合理性に基づいて意思決定を行う．

近年の居住意思決定研究では，居住者が持つ価値観

や選好などによる影響が報告されている 14)15)．高齢

化地区の場合，地域への愛着感による定住効果も見

られた 3)5)．このため，居住から得られた効用には，

心的変数を加算する必要性が示唆されている． 

張は経済的アプローチ，社会的アプローチ，及び

心理的アプローチ，という 3 つのアプローチを用い

た視点で，人間の住居に関する意思決定を捉えるこ

とを提唱した 16)．この論説を参照に，筆者が過去の

居住意思決定要因を「物理的要因」，「社会的要

因」，「心的要因」という３つの分類にした．各要

因の構成を図-2 に示す．以下から，各要因の定義と

含まれた代表的な下位要因について説明する． 

a) 物理的要因 

本稿では，物理的要因は住宅などの物理的な生活

環境を指す．具体的には，住環境整備，モビリティ

とアクセスビリティが取り上げられる17)．住環境整

備の要因には，インフラ達成率等の居住環境が含ま

れる．社会基盤の整備が充足であるほど，住民の居

住満足度も高くなると一般に考えられる．生活関連

施設への近接性も挙げられる．その他には，交通手

段の利用可能性と交通主体の移動利便性を指すモビ

リティも重要な一要因だと考えられる．例えば，過

疎集落では，移動しやすさの向上は，高齢者のQOL

の向上に繋がることも示されている18)． 

b) 社会的要因 

社会的要因は，人との付き合いや社会的関係を指

す．たとえば，，地域におけるソーシャル・キャピ

タル（SC）や，潜在的居住地における社会的ネット

ワークなどがそれに該当し，居住意思決定に影響を

与えると考えられる．伊丹ら（2013）は，既存集落

で形成されたSCが高いことを理由に，新興住宅地よ

り既存集落の方が住みよさと定住意向が高いことを

示した19)．すなわち，SCは居住満足度に介して意思

決定に影響を与える可能性が高いことが示唆された．

その他に，近所のがらの良さなどの変数は居住意思

決定との相関が見られたが20)，本研究ではコミュニティ

の質も考慮するため，SCを要因として考慮する． 

第 59 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 
3 

 
 

図-2 居住意思決定要因の構成 

 

また，社会的ネットワークは，現住地区内のネッ

トワークを含め，潜在的移転先や，他の地域に住む

親戚や親近からなる関係を指す．こういったネット

ワークがあれば，居住意思決定を行う際に，知り合

いや親戚等ネットワークが存在する地域に移動する

意向の高い傾向がある21)．その一方で，もし現居住

地にネットワークがあれば，移転意思低くなる可能

性もある．このような現象は，転居に向けた心理抵

抗になりうる11)． 

c) 心的要因 

心的要因は内的感覚や経験等によって形成される

要因とする．既有研究を踏まえ，心的要因は地域愛

着，文化的規範または内的属性の３つが挙げられる． 

地域愛着は，一般に場合地域と人間を結びつける情

緒的感覚として捉える．多くの研究では，地域愛着

が高い継続居住意向を説明するポジティブな心的変

数として取り上げられる 22)．ただし，愛着感によっ

て合理的な意思決定が行われるかが疑問となる．例

えば，高齢者が長年に住み続けてきた地区に対して

強い愛着感を持つため，居住地区の交通が不便とし

ても，便利な地域への移転に抵抗している．この場

面は，高齢化地区で起きる可能性が十分あると考え

られる． 

また，文化的規範とは，本研究では地域文化から

由来した居住に関わる認知的規範を指す．このよう

な規範は，地区の特性により，居住者の意思決定に

大きく影響する場面が見られる．例えば，奥村

（2012）は農民固着性が農村人口から都市への移動

を阻害する要因の一つであると指摘されている．具

体的に，農村住民は家族の財産への継承や先祖の墓

などで，離村に抵抗的な意思を示す傾向と言える 23)．

固着性を印証する研究としては，植田（2016）の研

究が挙げられる．植田はインタビューを通じて，集

落住民が集団移転を行ったとしても帰村意思を示す

住民がいた，その理由は「先祖の土地」と緊密に関

わることを明らかにとなった 24)．また，片田らが過

疎地域人口の転出・帰還行動モデルに考慮した財産

の継承の変数も固着性の規範効果を示唆している 10)． 

内的属性は個人の選好と多元的な自己認知を示し

ており，価値観と居住自己概念がその例である．価

値観は個人属性や物的環境以上に居住環境に対する

主観的評価に寄与することが示された 14)．また，近

年，居住行動に関連する自己概念や選好，すなわち，

居住自己概念と言える変数が居住意思決定への影響

も示されている 25)．例えば，居住者が将来の居住地

を選択する際に，以前の交通習慣に基づいて居住意

思決定を行う傾向があることが示された 26)．この場

合に，以前の交通手段を使用する自己は，居住者の

居住自己概念として形成されたと言える．これらの

ことから，内的属性は間接的に居住意思決定に及ぼ

す可能性が示唆される． 

d) 個人属性とその他 

上述の他，居住意思決定に影響を及ぼす要因とし

て個人属性が挙げられる．居住者のライフステージ

やライフスタイルなどが挙げられる 27) 28)．これらの

個人属性は直接に転居意向に繋がらないが，形成さ

れた居住ニーズを介し，間接的に居住満足度に及ぼ

すと考える．例えば，子持ちの家庭には，教育施設

がアクセスしやすい地区での居住を希望する傾向が

あると考えられる．また，現実的には，居住者が居

住意思決定を行う際に，情報の影響を受けると考え

られる．利益に関わる情報が居住意思決定に影響を

与えることも示されている 29)．居住誘導策の立案で

は，情報の影響を考えることも重要だが，本稿では

居住者と居住者を取り巻く客観的環境要因に着目す

る．すなわち，個人属性による居住意思決定構造の

みを想定し，情報的環境について検討しない． 

 
 

3. 仮説 
 

一言で高齢化地区と言っても，地区特性によって

コミュニティの形態や地域的文化も異なると考えら

れる．そのため，居住意思決定構造も異なると推測

できる．さらに Speare の居住意思決定構造を踏まえ，

居住者の居住満足度が一定水準を上回れば，高いほ

ど転居意欲が発生しにくいと考えられる．そのため，

仮説１を措定できる． 

 

仮説１：地域を問わず，住民の居住満足度が一定水

準を満たせば，高いほど居住継続意思も強くなる． 

 

また，高齢化地区では，決して経済的に成長過程

にある地域ではなく，住環境の整備が不十分のみな

らず，日常的な消費や外出さえも困難と考えられる．

ただし，生活環境の整備が住民の生活の質に繋がる

と考えられる．利便な生活環境であるほど住民の居

住満足度も向上し，さらに居住継続意向に及ぼす．

この点について，地区特性を問わずに共通だと考え

られる．そこで，仮説２を措定できる． 

 

仮説２：地域を問わず，物理的要因が居住満足度を

介して居住継続意思を高める． 
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図-3 高齢化地区における居住意思決定構造仮説図 

 

社会的環境については，農村集落内に人の間のコ

ミュニティは都市部に比べて豊かと考えられる.都

市部では近隣のような他者とのつながりが薄いため，

人間関係で定住を求めることが考えられにくい．SC

が豊かであるほど居住継続意向が強いという知見を

踏まえれば，仮説３を措定できる． 

 

仮説３：農村部では，社会的要因が居住満足度を介

して居住継続意思を高める効果が強く見られる． 

 

心的要因について，土地や財産を継承すべきのよ

うな認知的規範は，農業を中心とした中山間地区の

みらず 3)，都市郊外地区でもが見られている 5)．そ

の他に，地域愛着が居住満足度と居住継続意向に寄

与することも，既往研究では見られている 3)5)．この

ため，心的要因に関しては以下の仮説が措定できる． 

 

仮説４：地域を問わず，心的要因が居住効用を介し

て居住継続意思を高める． 

 

以上より，本研究の仮説は図-3に示す． 

 

 

4. 調査方法 
 

(1) 対象地区 

本研究の調査範囲は，将来高齢化率が大幅に増長

する宮城県とした．本研究では，高齢化地区を65歳

以上人口の割合が 50％以上の小地区とした．平成

27 年国勢調査の宮城県小地域集計データの「年齢

（5 歳階級），男女別人口，総年齢及び平均年齢

（外国人－特掲）－町丁・字等」を用い，町丁・字

単位で 65 歳以上人口が 50%以上を占める地区（不

詳を除く）を調査対象とした．その際に，宮城県で

は，震災およびその復興過程において集団移転等を

はじめとする復興政策の影響を強く受けた自治体が

多数存在すると考え，住民の多くが津波被災を受け

た市町村を調査対象から除外し，それ以外の高齢化

地区を対象とした．また，小地域範囲で高齢化率を

把握する際に，老健や介護施設等によるデータ上の

「超高齢化」を避けるため，グーグルマップ，現地

や介護施設関連サイトでの確認により，そういった

施設が所在する地区を除外した．そのの結果，本研

究では，39か所の高齢化地区を対象とした． 

(2) 地区特性の類別化 

また，地区特性を考慮した意思決定構造の検討を

念頭に置き，人口特性と立地特性を表す変数を用い

て階層型クラスター分析を行った．人口特性は，高

齢化率と人口流動性で代表させた．立地特性は，

DID 地区の有無，標高，最寄駅までの距離，本庁ま

での距離で代表させた．ウォード法を用いて標準値

で分析した結果，図₋4 のようなデンドログラムが得

た．その結果に従い，高齢化地区を２つのクラスタ

ーに分類した．クラスターごとの平均値は，表₋1 に

示す．各変数の平均値を見ると，クラスター１は人

口流動性が高く，かつ相対的な低い高齢化率の特性

を表している．その多くは，地域の中心近くに位置

し，かつ交通手段の利用が相対的に便利な都市的特

性を持っている．そのため，クラスター１に属する

20 か所の地区は都市郊外地区とした．一方，クラス

ター２は，高齢者の割合が高い，かつ人口流動性が

低い人口特性となっている．それらの地区+は地域

の中心から遠く離れ，かつ地下鉄の利用が困難な標

高の高い立地に位置している．そのため，クラスタ

ー２を中山間地区とした． 

 

(3) 調査項目 

調査票では，居住意思決定要因における心的・物

理的・社会的の 3 つの側面にわたって測定を行った．

また、居住意向とその理由，回答者の個人属性につ

いて尋ねた． 
心的要因の測定には地域愛着，文化的規範，地域

資産の魅力性が含まれる．「地域愛着」の測定項目

は，愛着を測定する際に最も用いられている

Williams らの項目を踏まえて作成した 30)．「文化的

規範」は，農村固着性の有無を指す．具体的には，

家族の土地や先祖の墓等を継承する意識があるかに

ついて尋ねる．地域資産の魅力性は，居住環境への

選好として設定した．潜在的限界集落では，娯楽施

設や就業機会等が充実するとは考えにくいため，自

然風景の美しさ，地域文化由来の伝統的文化・歴史

等についての評価を尋ねた．物的要因については，

住環境評価は居住の質やモビリティと緊密に関わる

と考え，「アクセスビリティ」，「交通利便性」，

「移動可能性」，「安全性」，「地域資産の魅力性」

という 5 つの構成概念から成るものとした．社会的

変数として，住民間の信頼関係，互酬性及び実際な

コミュニティ行動を把握できる「ソーシャル・キャ

ピタル（SC）」を測定した．項目は伊丹らの調査で

使用したものを踏まえ，作成した． 

前述した 8つの構成概念は，全 40項目で計測する

こととした．各項目に対する評価は，「全くそう思

わない=1」から「強くそう思う=５」までの５件法

を用いた．選択肢は 1 から 5 まで，値が大きいほど

肯定的意見となるようにした． 

一方，個人属性は，居住者の年齢・性別・世帯構

成等について尋ねた．さらに，各要因が居住意思決

定への影響度合いを把握するために，重要な順に回

答者に居住意向の理由を選定してもらった． 
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図-4 クラスター分析後のデンドログラム 

 

 
表-1 高齢化地区クラスター別の規模・平均値表 

 

 
 

表-2 調査概要 
 

 
 

 

 

(4) 調査実施 

本研究では，質問紙調査を用い，郵送にて小地域

集計にて抽出された 37地区に住む全世帯を対象に

（地区範囲が指定できない地区を除き）回答を依頼

した．調査票は，2018年 11月 19日（月）から 11

月 29日（木）にかけて，日本郵便のタウンプラス

を用いて配布した．調査概要を表-2に示す． 

65歳以上の回答者の割合を見ると，都市郊外では

63.3％，中山間地区では 71.9%であったため，いず

れも国勢調査で示した各クラスターの平均高齢化率

に比べて高かった．これより，得られた回答は，高

齢化地区における男性高齢者の意見がやや強く反映

していると考えられる． 
  

 

4. 結果 
 

(1) 個人属性  

本調査の回答者では，平均年齢について都市郊外

地区は 65.2歳，中山間地区は 69.8歳であり，中山間

地区が平均的に高かった．また，世帯構成について

「単独世帯」，「夫婦のみ」，「二世帯」，「三世

帯以上」，「その他」で分類した．都市郊外地区で

は，「二世帯」の割合が最も大きく，35%（50 世帯）

が占めており，続いて「夫婦のみ」（32%）になる．

一方，中山間地区では，「夫婦のみ」（39%）が最

も大きく，その次は「二世帯」（30％）になる．ま

た，両地区ともに「単独世帯」と「三世代以上」の

世帯が少なかった．回答者職業を地区別で比較した

ところ，両地区ともに「無職」（都市郊外59人，中

山間 72人）の回答が最も多い． 

 

(2) 地区別の居住意向 

住民の居住意向は，「これからもずっと住み続け

たい」，「たぶん住み続けると思う」，「分からな

い」，「そのうち別の地区に転居しようと思う」，

「すでに転居を検討している」という５件法で尋ね

た．結果を図-5 に示す．両地区ともに，居住継続意

向（都市郊外 83.3%，中山間 71.9%）が最も大きい

クラスター
1

クラスター
2

規模 20 19

人口流動性 12% 7%

高齢化率 54% 58%

DID割合 25% 0%

標高（ｍ） 36.2 255.1

本庁までの
距離（ｋｍ）

5.4 20.7

最寄駅までの
距離（ｋｍ）

2.3 15.1

人口
特性

立地
特性

都市郊外 中山間

41丁目・字 108丁目・字

591通 632通

150通（25 .4%） 178通（28 .2%）

性別

平均年齢 67.3歳（最高齢95歳、最年少23歳）

2018/11/19（月） ～ 2018/11/29(木)

質問紙の郵送にて回答を依頼した

地区属性

調査対象地

配布数

実施期間

配布方法

回収率

有効回答数

回答者
属性

男性209人（63 .7%）、女性118人（36 .0%）

383通（31 .3%）
（都市169通、中山間地区214通）
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図-5 地区別に見た居住意向 

 

 

割合を占めており，転居意向（都市郊外 5.4%，中山

間 16.8%）の割合が小さかった．既往研究に見られ

た定住傾向が本調査では反映された． 

ANOVAを行ったところ，地区間に居住意向（F 

(1,326) = 11.67，p = .001**）は有意な差が認められた．

平均評定値について，都市郊外地区は4.1（S.Ⅾ.＝

0.81）であり，中山間地区は3.7（SⅮ＝1.05）であ

る．これより，都市郊外地区住民がより高い，かつ

安定な居住継続意向を示すことが分かる．ただし，

強い定住意向を表す「これからもずっと住み続ける」

（都市郊外51.3%，中山間49.4%）について，中山間

地区が都市郊外地区を上回った一方，転居意向（都

市郊外5.4%，中山間16.8%）も上回っている．この

逆転から，中山間地区住民が定住について強い葛藤

を示した実態がうかがえる． 

 

(3) 地区別の居住継続理由 

居住継続理由とその重要性を把握するために，住

民に「１番に重要」，「2番に重要」，「3番に重要」

の順に理由を選択してもらった．都市郊外地区の結

果を図—6に，中山間地区の結果を図—7に示す． 

a) 都市郊外地区における居住継続理由 

各理由の回答数を見ると，都市郊外地区での居住
継続理由には，「住み慣れている」（80 人）が最多
であり，次に「土地・財産の継承」（73 人），「引
っ越すほどの不満はない」（40 人），「地区への愛
着」（33人），「金銭的に余裕がない」（25人），
「仕事のため」（23 人），「友人・親近がいるから」
（21 人）の順であった．重要さで再検討すると，
「土地・財産のため」が最も重要な理由だった．次
いで「住み慣れているだった． 

以上より，都市郊外地区では，住民が地区に住み慣

れたことで，居住行動を変わらずに維持し続ける傾

向が共通だった．一方，土地や財産の継承が居住継

続意向の決定理由になる場合が多いことが示唆され

た．また，回答理由では，財産・家計・仕事等の個

人属性に関わるもの，及び慣れや不満なし等の認知

的感覚に関わる理由が多かった．これより，都市郊

外住民が居住継続意向を下す際に，自身の状況や感

覚を優先することが示唆された．それに対して，地

区の風景や人々に好ましい等，居住環境と直結する

 
 

図-6 都市郊外地区における居住継続理由 

 

 

 
 

図-7 中山間地区における居住継続理由 

 

 

理由が定住に寄与しない傾向が示唆された． 

b) 中山間地区における居住継続理由 

一方，中山間地区では，上 4 位の順番は都市郊外

地区と同じだった．最も多かったのは「住み慣れて

いる」（62 人）であり，次に「土地・財産のため」

（59人），「引っ越すほどの不満はない」（44人），

「地区への愛着」（41 人），「金銭的に余裕がない」

（31 人）だった．ただし，それ以後は「地区の風景

が好き」（25人），「友人・親近がいる」（24人），

「仕事のため」（23 人），「地区の人々が好き」

（14 人）の順だった．重要さで再検討すると，都市

郊外地区と同じく「土地・財産のため」が最も重要

であり，2 位が「金銭的に余裕がない」，次いで

「住み慣れている」になった． 

第 59 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 
7 

以上より，中山間地区では，都市郊外地区と異な

り，「地区の風景」や「人々が好き」のような，居

住環境と直結する理由で住む住民が多かった．また，

中山間地区住民が重視する理由には，経済的事情の

制限により住み続ける住民がより多く見られた．ま

た，両地区においては「慣れ」と一定水準の居住満

足度が普遍的であることや，土地や財産の継承の重

要さは共通していた． 

 

(4) 地区別の転居理由 

転居意向は全体的に少なかったため，回答数のみ

地区別で整理した．結果を図—8 に示す．両地区の共

通点として，「生活に必要な施設から遠い」（都市

郊外 20%，中山間 24％），「身体の不自由で暮らし

が困難」（都市郊外 13％，中山間 11％）が多く挙

げられた．このことから，生活関連施設から離れる

など，生活環境の不便さが転居の促進要因であると

考えられる．また，中山間地区では「交通が不便だ

から」（24％）により住み替えを検討する場合が最

も多いと考えられる．全体的に見ると，生活関連施

設から離れることや，交通が不便等，物的居住環境

に対する不満足が最も転居意欲を促すことが示唆さ

れた．身体的不自由で転居を検討する住民もいた． 

 

(5) 高齢化地区における居住意思決定構造 

 居住の意思決定要因を把握するため，心的・物

的・社会的要因を含めた全 40 項目に対し，主因子

法・プロマックス回転による探索的因子分析を行っ

た．因子負荷量の絶対値が.40 以上の質問を解釈対

象とした．そこで，7 因子が抽出された．累積寄与

率は 61.48%であったことから，居住意思決定が一定

上説明された．  

因子分析の結果より，第一因子に含まれた測定項

目は居住地区内の生活・外出の利便性を表すため，

「居住利便性」と命名した．第二因子は地域愛着を

表す 9 項目が含まれたため，「地域愛着」とした．

第三因子には「信頼性」と「互酬性」を計測する項 

 

 
 

図-8 両地区における転居意向理由 

 

 
（p < .01**） 

図-9 地区別の居住意思決定要因評価 

 

目が含まれたことから，ソーシャルキャピタル（SC）

とした．第四因子は地区の歴史，文化及び自然風景

に対する評価が含まれていることから，「地域資産

の魅力性」とした．第五因子は，先祖の土地・風

土・家族との同居などが含まれたことから，「文化

的規範」とした．第六因子には，実際の地区参加と

近所付合いの頻度が含まれたことから，住民間の

「お付き合い行動」とした．第七因子は，居環境に

おける自然災害・交通事故・犯罪などに対する評価

が含まれたため，「安全性」とした． 

さらに，各因子内の整合性を検討するために，質

問文ごとのα係数を算出した．結果として，「地域

愛着」（α=.95），「文化的規範」（α=.79），

「居住利便性」（α=.93），「地域資産の魅力性」

（α=.84），「お付き合い行動」（α=.83），「SC

指標」（α=.87）の７つの因子は十分な値が得られ

た．因子ごとの質問項目は，一定の内的妥当性が認

められた．「安全性」（α=.67）はやや低いα係数

だったが，3 つの下位尺度（犯罪・交通事故・自然

災害への心配）の間には，それぞれ有意水準１％の

相関関係が認められたため，妥当性を持つと考える． 

また，本研究では，各因子に対する主観的な評価

も間接的に地区特性を反映できると考えるため，因

子ごとの平均評定値を用いて地区別で ANOVA を行

った．その結果，7 つの因子のうち，「居住利便性」

（F (1, 326) = 83.61, p = .00**）と「安全性」（F (1, 

326) =10.77, p = .00**）の２つにおいて有意差が認め

られた．それに加え，いずれも都市郊外地区の方が

高い評定値を示した．因子ごとの平均評定値を図—9

に示す．これより，都市郊外住民は，中山間に比べ，

便利かつ安全な地区に住んでいることがうかがえる．

一方，他の５つの変数について，評定値がいずれも

3.00 を上回るため，地区別を問わず，各要因に対す

るポジティブな評価が多いことが分かる． 

 なお，個人属性別による居住満足度の相違を把握

したため，性別・年齢・世帯構成別で ANOVA を行

った結果，地区を問わず，有意な差が得られなかっ

た．これより，高齢化地区では，住民の生活・居
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図-9 都市郊外地区における居住意思決定構造 

 

 

 
図-10 中山間地区における居住意思決定構造 

 

 

住満足度が個人属性に大きく影響されていないこと

が示唆された． 

a) 都市郊外地区における居住意思決定構造 

 居住意思決定構造を解明するために，各因子の因

子得点を用いて共分散構造分析を行った．結果を図

—9 に示す．GFI=0.923，CFI=0.932，RMSEA=0.102

であるため，本モデルは一定の信頼性を持つ． 

まず，都市郊外地区における「居住意思決定」は，

「居住満足度」と「文化的規範」で構成することが

分かる．パス係数によると，居住意思決定に対して

「居住満足度」の影響力が最も大きいことが分かる．

このことから，都市郊外地区の住民が居住意思決定

を行う際に，最も満足度を考えるものの，土地や墓

を守る認知的規範も，一定程度の影響を持つことが

うかがえる．この構成は，居住満足度の他にも，文

化的規範も居住意思決定を説明する一要因であるこ

とが分かる．すなわち，都市郊外地区では満足度に

よる寄与（仮説１）が支持されたが，居住満足度を

介せずに居住意思決定に及ぼす心的要因（文化的規

範）があることも明らかとなった．いずれも，住民

の居住継続意思を高める効果が示された． 

また，「居住満足度」は「居住利便性」と「地域

愛着」から成ることから，仮説２と４が支持された．

ただし，各因子のパス係数を比較すると，「居住利

便性」より「地域愛着」の影響力が高く，概ね「地

域愛着」で居住満足度を説明できる．同じは丸谷ら

（2014）の研究結果でも反映された 5)．すなわち，

都市郊外では，居住満足度に影響する要因のうち，

効力が最も大きいのは地区への愛着感だった．利便

性も居住満足度に繋がるが，影響力は地域愛着ほど

ではなかった．なお，本調査では，SC などの社会

的要因による満足度・定住意向の向上効果が認めら

れなかったため，仮説３が支持されなかった． 

a) 中山間地区における居住意思決定構造 

 中山間地区に対する共分散構造分析結果を図—10

に示す．GFI=0.929，CFI=0.901，RMSEA=0.112であ

ったため，本モデルは一定の信頼性を持つ． 

図より，「居住意思決定」は「地域愛着」のみで

構成されていることが分かる．特に，都市郊外地区

では有意で見られた「文化的規範」，中山間地区の

構造ではいずれの因子とも有意な関係が認められな

かった．この結果から，４つの仮説は中山間地区で

は支持されなかった．ただし，都市郊外地区と同じ

く，居住満足度を介せずに直接に居住意思決定に寄

与する地域愛着の影響を示した． 

一方，「居住満足度」は，都市郊外地区と共に，

「居住利便性」と「地域愛着」からなっていた一方，

大半「地域愛着」で説明できることが分かる．また，

農村的特性を持つ中山間地区でも，社会的要因によ

る影響が認められなかった．この結果から，中山間

地区の住民には，居住・生活環境に対する満足度も，

土地を守る認知的規範も重視せずに，地域への愛着

感のみで居住意思決定を行うことが示唆された． 

以上を踏まえ，高齢化地区では，地区間には居住

意思決定構造の構成が異なることが分かる．また，

「地域愛着」が住民の生活・居住満足度への影響力

に関して，両地区ではほぼ一致な結果が得られた．

地域への愛着感が最も住民の居住・生活満足度を高

める一因であることが分かった． 

 

 

5. 考察 
 

本研究では，高齢化地区における居住意思決定構

造に対して比較した結果，従来研究では見られた居

住満足度形成する居住意思決定構造が地区特性によ

り，支持されなかったこともあることが分かる． 

都市郊外地区では，居住意思決定は居住満足度及

び文化的規範，2 つの因子からなる構成が示された．

その一方，中山間地区では，心的要因である地区愛

着のみが居住意思決定の構成因子となっていた．こ

の違いは，両地区における居住満足度（都市郊外

3.90，中山間 3.37）の差を用いて解釈できると考え

られる．都市郊外地区では，生活・居住に対する満

足評価値は 4（そう思う）に近いため，全体的にポ

ジティブな満足度が得られると言える．このように，

一定水準の居住満足度が満たされた場合，居住満足

度がベネフィットになり，居住継続意向を高める可

能性が考えられる．同じ知見として，森田らの研究

にも利便性による定住効果が反映された 1)．一方，

文化的規範は直接に居住継続意向に影響を及ぼすこ

とから，土地やお墓を守るべきと考えで，都市郊外

住民が転居に抵抗的な態度を示す傾向がうかがえた． 

一方，中山間地区では，居住意思決定が地域への

愛着感のみで説明できる．居住満足度による影響が
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認められなかった．この結果は，都市郊外に比べ，

中山間においては居住利便性や安全性に関して低く

評価されたため，間接的に居住満足度を減らした．

低下する満足感は不満というコストに転じており，

結果的に居住意思決定要因としての機能が薄まれる

ことが考えられる．住民が不利な居住環境に置かれ

ても住み続けるとは，物的環境に依存しない要因の

機能が拡大せざるを得ない．すなわち，物的要因が

充足ではない場合に，居住環境から居住継続の理由

を得られないため，慣れや地域への愛着のような心

的要因に位置付ける可能性が示唆される． 

一方，中山間地区では，都市郊外とは異なり，文

化的規範が居住意思決定に寄与していなかった．し

かし，平均評価値について，地区差が見られなかっ

たため，同水準の文化的規範が都市郊外では機能し

たが，中山間では機能していないことが言える．こ

のことから，土地と墓を守る認知的規範は地区を問

わずに感知されたが，十分な満足度を得られない限

り，規範力が成り立たない可能性を示唆した． 

居住満足感について両地区ともに居住利便性と地

域愛着の２因子からなる構成が見られており，また

「地域愛着」の説明力が大きいのが分かった．この

結果から，高齢化地区の住民は，最も地域への愛着

感（心的要因）から居住・生活の満足度を得ること

が示唆される． 

 

 

6. 結論 
 

本研究では，居住意思決定の一般的構造に対する

検討を踏まえて仮説を立た．その後，宮城県におけ

る高齢化地区を対象として検証を行った．地区特性

ごとの居住意思決定構造について比較分析を行っ

た．得られた知見を以下にまとめる． 

 

⚫ 居住意思決定の一般的要因構造は，心的・物理

的・社会的要因の 3 つの側面における要因から

なる構成が見られた． 

⚫ 高齢化地区における居住意思決定構造は，地区

特性によって異なることが分かった． 

⚫ 高齢化地区における居住意思決定に影響を及ぼ

す要因が心的・物理的要因に限っている．ま

た，全地区においても，地域への愛着感が居住

満足度を構成する重要な変数だった． 

 

本研究では，社会的要因が居住意思決定への影響

が認められなかった．同じ傾向は，限界自治体を対

象とした森田ら（2013）の調査にも示されていた．

そのため，社会的要因が高齢化地区における居住意

思決定の一要因として，再検討する必要があると考

えられる．また，本研究の調査対象は，地方圏にお

ける都市郊外地区と中山間地区の比較に留まる．空

洞化が進んでいる都市部について検討を行っていな

い．今後の課題としては，調査地区を拡大し，都市

内における居住意思決定構造の解明も望まれる． 
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